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長長野野県県農農業業共共済済組組合合  





 

重重点点事事項項  

基本方針 

 我が国の農業・農村は、国際情勢を始めとする社会経済情勢の変化に伴う生産資

材の価格高騰や供給不安に加え、高齢化による担い手不足などの深刻なリスクに直

面している。さらに、気候変動により異常気象が常態化し、各地で甚大な被害が発

生するなど、気象リスクも一段と高まっている。 

 これに対し政府は、農業の持続的な発展を通じた食料安全保障の実現に向け、令

和７年４月に策定した新たな「食料・農業・農村基本計画」に基づき、初動の５年

間で農業の構造転換を集中的に推し進めることとしている。 

 この計画において農業保険は、最近の災害における農業経営への影響や農業保険

の利点を発信して普及促進を図るとされ、特に価格下落等の幅広いリスクに対応す

る収入保険については、制度の持続性を確保しつつ加入推進を重点的に実施する方

針が示されている。 

 令和７年度において当組合は、農業者の営農と生活を総合的に支援する経営安定

の基幹的セーフティーネットとしての役割を果たすべく、農業保険の加入推進に邁

進した。その結果、収入保険の加入は 4,049 経営体まで拡大し、園芸施設共済にお

いては、農林水産省が基準とする年度内に共済責任のあった加入者の割合が 80.1％

に達し、目標としていた８割の加入率を達成したところである。 

 令和８年度においては、収入保険で 4,151 経営体、補償金額 591 億円を加入目標

に掲げ、農業共済制度では、補償額である共済金額１兆 1,591 億円を計画する。 

 当組合は、各地域の特性を踏まえた加入推進を通じて、農業経営の基幹的なセー

フティーネットである農業保険を生産現場へより深く浸透させ、全ての農業者に提

供することを目指す。 

 令和５年度から展開している「未来へつなぐサポート運動」も４年目に入り、こ

れまでの実績を検証し、その結果を踏まえ、運動後半に向けて組織を挙げてさらに

積極的に次の事項に取り組むものとする。 

 

(1) 総合性・地域性を踏まえた農業保険の加入推進 

1) 収入保険・農業共済共通の加入推進 

ア リスク対応としての農業保険加入の重要性を説明する。 

イ 制度見直し内容を農業者に周知するとともに、見直し内容を踏まえた加入

推進を行う。 

 

  2) 収入保険の加入推進 

ア 収入保険の加入資格を有する農業者へは、幅広いリスクを補填し、補償水

準が高い収入保険を優先して推進する。 

イ 水稲生産者の担い手農家には、米価水準を十分考慮しつつ重点的に加入推

進を行う。 

ウ 行政やＪＡ等関係機関と連携し、新規就農者の加入及び青色申告者の拡大

を図る。 

  

１　事業計画
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エ 野菜等、農業共済では対象外の品目について、地域の実態及び品目を踏ま

え推進する。 

 

  3) 農業共済の加入推進 

ア 収穫共済は、白色申告者等へは農作物・畑作物・果樹共済を推進する。特

に水稲共済については、全相殺方式等も活用し、加入促進を図る。また、併

せて保管中農産物補償共済のＰＲを行う。 

イ 園芸施設共済は、集団加入の促進と補償の充実等をＰＲし、加入率 80％を

目指す。 

ウ 家畜共済は、制度内容の更なる周知に努め、ニーズに沿った加入推進を図

る。 

エ 建物共済は、昨年仕組み改定された小損害実損填補特約をＰＲし、特に掛

金が軽減される火災共済では、軽減分の補償増額を促し、補償の充実を図る。 

オ 農機具損害共済は、ロボット農機具を含めた加入対象機種について周知を

図り加入拡大に努める。 

カ 収入保険の加入者についても、農業資産・生活資産を総合的に補償できる

よう園芸施設や建物・農機具等、資産共済の加入を勧める。 

 

  4) 行政及び関係団体との連携 

    農業保険の加入推進に当たっては、農業者情報の把握、青色申告者の拡大、

農業者への農業保険制度の周知・説明並びにクロスコンプライアンス、掛金・

保険料等の補助の実施等、農政及び農業生産に係る関係部局及び関係団体等に

協力を求め、連携を図る。 

 

(2) 人材育成と役職員の資質向上 

    農業保険を適切に推進するため、役職員研修を計画的に実施するとともに、

教育研修の機会を充実させ、農業者の経営発展を支援し、地域農業の安定に貢

献する組織の役職員としての意識醸成に取り組む。 

 

(3) 事業運営基盤の強化 

  1) 組合の運営基盤の強化 

    将来に亘って安定的に事業運営が行えるよう、収入保険と任意共済を含む農

業共済の資源に応じた、両事業の計画的かつ総合的な加入推進を行う。 

 

  2) 家畜診療所の運営基盤の強化 

ア 畜産・食料生産を支える基幹的診療所としての役割を果たす家畜診療所の

運営について、関係機関及び指定獣医師と連携して対応する。 

イ 家畜診療所の収支改善及び診療所間の診療業務等の平準化を図るため、県

域診療体制について引き続き検討する。 
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  3) 組織体制の整備 

ア 適切な人材管理・人員配置を行う。 

イ 予算管理システムによる予算統制、資金の効率運用、経費の節減により財

務の健全化を図る。また、電子決裁システム及び業務管理システム等により、 

一層の業務の合理化・効率化を図る。 

ウ 令和 10 年度農業保険システムのＷｅｂ化導入に伴い、組合独自事務処理

システム(ＥＵＣ)を開発することで効率的な事務処理体制を整備する。 

エ 組合実施体制の改善計画に基づき、事務担当の集約化や支所統廃合など組

織体制の効率化を検討する。 

   

  4) コンプライアンス態勢の一層の強化 

ア 農業者や国民に信頼される組織とするため、情報開示や説明責任の徹底、

内部けん制機能の強化等、コンプライアンスを徹底し事業運営を行う。 

イ コンプライアンスプログラムの着実な実践により、コンプライアンス態勢

及びガバナンスの維持・強化を図る。 

 

(4) 広報・広聴活動の強化 

  1) 広報戦略の確立と実践 

    広報の果たす役割を理解・共有し、各種広報媒体を積極的に活用する等、事

業推進や円滑な組織運営に向けた広報戦略を展開する。 

 

  2) 農業者との信頼関係を構築する広報活動の実践 

    面談・訪問活動など、不断の広報・広聴活動を実践するとともに、広報紙、

ホームページ、ＳＮＳ、農業共済新聞等を活用し、ＮＯＳＡＩへの理解と信頼

を得る広報活動を実践する。 
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共済目的の
概数

前年度
引受実績

本年度
引受計画合計

本年度
引受予定(%)

- - 84,463 -

14,133

1,129

25

648

15,935

195

517

424

3

1,140

33,495 17,033 17,075 51.0

8,924 10,039 10,119 113.4

2,793 2,168 2,144 76.8

4,563 4,590

255 313

16,311 16,159

1,231 1,218

25 25 24 96.0

13 17 13 100.0

5,113 1,909 1,878 36.7

51,198 13,849 14,563 28.4

5 4 4 80.0

5 5 6 120.0

87,267 48,890 49,500 56.7

11,840 10,534 10,525 88.9

19,068 11,684 11,464 60.1

38 40 37 97.4

5,113

5 4 4 80.0

5 5 6 120.0

36,069 22,267 22,036 61.1

123,336 71,157 71,536 58.0

529

529

14

69

83

((11))  共共済済目目的的のの種種類類別別引引受受計計画画

半相殺総合一般方式

半相殺総合短縮方式

全相殺方式

全相殺方式

半相殺総合一般方式

半相殺総合短縮方式

51.9

果樹
共済
（㏊)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項目
　共済目的等

6,530

2,550

544 8.1

小計

災害収入共済方式

家畜
共済
(頭)

家畜計

半相殺方式

全相殺方式

品質方式

(子牛等)

組合員数

2,795 1,145

育成・肥育牛

(子牛等)

繁殖用雌馬

育成・肥育馬

種　豚

種雄牛

疾病
傷害
共済

種雄馬

りんご

乳用牛

肉用牛

一般馬

死亡
廃用
共済

繁殖用雌牛

育成乳牛

肉　豚

種雄牛

種雄馬

小計

農作物
共済
(ha)

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ方式

小計

半相殺方式

全相殺方式

品質方式

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ方式

水稲 30,700

小計

15,888

小計

40.8麦

ぶどう

小計

85

災害収入共済方式

99.3

157.4

農作物計

種　豚

搾乳牛

3.2

2,916

16,275

(1) 共済目的の種類別引受計画(1) 共済目的の種類別引受計画
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共済目的の
概数

前年度
引受実績

本年度
引受計画合計

本年度
引受予定(%)

57

57

49

49

17

17

4

4

11,552 758 738 6.4

182

670

853

30

355

176

562

7.00 7.00 4.00 57.1

3.00 4.03

7.50 3.26 3.75 50.0

253 188 188 74.3

2 2 2 100.0

20,704 15,199 15,649 75.6

387 222 225 58.1

甲 390 254 258 66.2

乙 342 257 261 76.3

260 143 144 55.4

1,420 1,353 1,389 97.8

23,758 17,618 18,116 76.3

- 92,653 90,661 -

- 6,384 6,710 -

- 143 120 -

- 29 29 -

春 蚕 繭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項目
　共済目的等

半相殺総合一般方式

半相殺総合短縮方式

全相殺方式

半相殺総合短縮方式

全相殺方式

小計

か　き 630 16

半相殺総合一般方式

半相殺総合短縮方式

全相殺方式

果樹
共済
（㏊)

637

889

58

50

2.6

建物(棟)

損害

更新

保管中農産物(口)

任意
共済

農機具
(台)

Ⅳ類

Ⅴ類

Ⅵ類

園芸施設計

プラス
チック
ハウス

畑作物
共済

園芸
施設
共済
（棟）

ばれいしょ

夏そば

秋そばそ　ば
(㏊)

小計

全相殺方式

ｶﾞﾗｽ
Ⅱ類

Ⅰ類

Ⅱ類

Ⅲ類

初秋蚕繭

晩秋蚕繭

蚕　繭
(箱)

Ⅰ類

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

小計

大　豆
(㏊)

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

小計

半相殺

全相殺
37.1

果樹計

12.5

2,300

4,500

869

552

5.5

1.4316 5

9.0

すもも 災害収入共済方式

な　し

災害収入共済方式

小計

も　も

災害収入共済方式

小計
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(2)  農業共済事業の規模

ア  農作物、家畜、果樹、畑作物、園芸施設共済事業の規模

項　　目

共済目的等

Ａ=Ｂ＋Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ=Ｂ－Ｄ Ｆ=Ａ－Ｄ
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

ａ 1,413,327 1,411,447

kg 67,127,378 67,040,226

ａ 112,863 107,273

kg 5,361,098 5,095,616

ａ 2,483 1,906

円 25,394,211 19,493,522

ａ 64,821 68,182

kg 3,717,135 3,909,893

ａ 1,593,494 1,588,808

kg - -

ａ 19,538 21,354

kg 516,146 564,094

ａ 51,733 51,075

kg 1,551,694 1,531,932

ａ 42,411 41,621

円 211,888,781 207,937,960

ａ 340 412

kg 11,742 11,742

ａ 114,022 114,462

kg - -

ａ 1,707,516 1,703,270

kg - -

頭 10,119 10,039 1,513,351 94,993 47,496 47,497 16 47,480 94,977

頭 2,144 2,168 546,118 9,120 4,559 4,561 6 4,553 9,114

頭 4,590 4,563 517,039 8,474 4,236 4,238 6 4,230 8,468

頭 16,159 16,311 5,033,089 123,814 61,907 61,907 51 61,856 123,763

頭 24 25 4,535 243 121 122 1 120 242

頭 13 17 3,792 67 33 34 1 32 66

頭 1,878 1,909 123,348 7,361 2,944 4,417 2 2,942 7,359

頭 14,563 13,849 197,997 348 138 210 2 136 346

頭 4 4 2,080 123 61 62 1 60 122

頭 6 5 1,436 143 71 72 1 70 142

頭 49,500 48,890 7,942,785 244,686 121,566 123,120 87 121,479 244,599

頭 10,525 10,534 383,767 136,656 68,328 68,328 4 68,324 136,652

頭 11,464 11,684 163,153 53,561 26,780 26,781 2 26,778 53,559

頭 37 40 510 81 40 41 1 39 80

頭

頭 4 4 178 14 6 8 1 5 13

頭 6 5 101 26 12 14 1 11 25

頭 22,036 22,267 547,709 190,338 95,166 95,172 9 95,157 190,329

頭 71,536 71,157 8,490,493 435,024 216,732 218,292 96 216,636 434,928合　　　計

8

全　相　殺

141,319災 害 収 入

140,945

331,853

3,060

小　　　計

2,778

6,413

種　雄　牛

66

189

574 287 287 31 256 543

1 1 1

1,304

21,6332,349

手持共済掛金保険料

11,984

863,029 2,9635,926

9,635

本年度予定

4,8401,8771,0862,963

17,773 8,880 8,893

前年度実績
共済金額 総　額

15,389,071 23,982

7,645 16,538

25,264

27,651

2,812 6,018

2,834

2,744

137 2,641

1,5301,530

12,447

3953,207 3,206

1,389

226

1,389 1,252

15,191 15,204

交付金又は
納入保険料

43 43 20 23

99 90

11,998

86

1,235

768,639 197 98

国庫負担金 農家負担金

引　　　受 共　済　掛　金

49,499

90

30,395

農

作

物

水
稲

家
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
畜

種　雄　牛

種　雄　馬

搾　乳　牛

繁殖用雌牛

育 成 乳 牛

育成肥育牛

繁殖用雌馬

育成肥育馬

種　　　豚

麦

合 計 15,720,924

半　相　殺

品　　　質

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

13,732,139

全　相　殺

小　　　計

半　相　殺

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

死
亡
廃
用
共
済

肉　　　豚

疾
病
傷
害
共
済

小　　　計

種　雄　馬

小　　　計

乳　用　牛

肉　用　牛

一　般　馬

種　　　豚

(2) 農業共済事業の規模(2) 農業共済事業の規模
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項　　目

共済目的等

Ａ=Ｂ＋Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ=Ｂ－Ｄ Ｆ=Ａ－Ｄ
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

ａ

ａ 52,887 54,411 1,694,878 82,066 41,032 41,034 20,847 20,185 61,219

ａ

ａ

ａ 52,887 54,411 1,694,878 82,066 41,032 41,034 20,847 20,185 61,219

ａ 1,375 1,399 84,686 1,652 826 826 237 589 1,415

ａ 6,881 7,148 512,965 12,057 6,029 6,028 872 5,157 11,185

ａ

ａ

ａ 8,256 8,547 597,651 13,709 6,855 6,854 1,109 5,746 12,600

ａ

ａ 5,724 5,836 313,263 23,869 11,935 11,934 13,470 △ 1,535 10,399

ａ

ａ

ａ 5,724 5,836 313,263 23,869 11,935 11,934 13,470 △ 1,535 10,399

ａ

ａ 4,891 4,965 195,871 6,597 3,298 3,299 1,763 1,535 4,834

ａ

ａ

ａ 4,891 4,965 195,871 6,597 3,298 3,299 1,763 1,535 4,834

ａ 1,660 1,631 24,360 498 249 249 156 93 342

ａ

ａ 1,660 1,631 24,360 498 249 249 156 93 342

ａ

ａ 431 488 24,072 1,426 713 713 722 △ 9 704

ａ 431 488 24,072 1,426 713 713 722 △ 9 704

ａ 73,849 75,877 2,850,095 128,165 64,082 64,083 38,067 26,015 90,098

（注）　ラウンドのため、本年度予定面積は（１）共済目的の種類別引受面積と一致しない。

手持共済掛金

本年度予定 前年度実績
総　額 国庫負担金 農家負担金

も
も

な
し

一　　般

り
ん
ご

短　　縮

短　　縮

災害収入

小　　計 

災害収入

半
相
殺

半
相
殺

半
相
殺

一　　般

全　相　殺

全　相　殺

全　相　殺

全　相　殺

全　相　殺

短　　縮

引　　　受

共済金額

共　済　掛　金
保険料

小　　計

一　　般

合　　　　計

交付金又は
納入保険料

ぶ
ど
う

果

樹

小　　計

小　　計

半
相
殺

災害収入

す
も
も

か
き

一　　般

短　　縮

小　　計

災害収入

小　　計

災害収入

全 相 殺

半相殺　短縮
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項　　目

共済目的等

Ａ=Ｂ＋Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ=Ｂ－Ｄ Ｆ=Ａ－Ｄ
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

ａ

ａ 18,216 18,441 42,130 2,035 1,119 916 1,095 24 940

ａ 67,043 68,507 240,384 5,637 3,100 2,537 1,683 1,417 3,954

ａ

ａ 85,259 86,948 282,514 7,672 4,219 3,453 2,778 1,441 4,894

ａ 3,000 2,934 6,070 493 271 222 136 135 357

ａ 35,545 34,718 75,913 4,193 2,306 1,887 1,700 606 2,493

ａ 17,618 17,569 42,265 1,435 789 646 1,268 △ 479 167

ａ 56,163 55,220 124,248 6,121 3,366 2,755 3,104 262 3,017

ａ 141,422 142,169 406,762 13,793 7,585 6,208 5,882 1,703 7,911

箱 4.00 7.00

㎏ 78 137

箱 4.03

㎏ 71

箱 3.75 3.26

㎏ 101 88

箱 7.75 14.29

㎏ 179 296

－ － 407,311 13,801 7,589 6,212 5,884 1,705 7,917

棟

棟 188 188 1,191,034 1,000 413 587 48 365 952

棟 2 2 8,041 37 18 19 1 17 36

棟 15,649 15,199 9,160,909 103,491 48,128 55,363 23,910 24,218 79,581

棟 225 222 649,150 4,241 1,908 2,333 961 947 3,280

甲 棟 258 254 1,531,254 3,640 1,735 1,905 582 1,153 3,058

乙 棟 261 257 1,926,013 8,028 3,499 4,530 1,887 1,611 6,141

棟 144 143 495,506 2,210 1,039 1,171 585 455 1,625

棟 1,389 1,353 947,612 14,399 7,060 7,339 3,061 3,999 11,338

棟 18,116 17,618 15,909,518 137,046 63,799 73,246 31,034 32,765 106,011

－ － 43,378,342 744,431 367,393 377,037 77,825 289,568 666,605

（注）　1.ラウンドのため、引受の前年度実績の小計・計とその内訳は一致しない場合がある。

　　　　2.交付金又は納入保険料欄の、正数は交付金、負数は納入保険料。

イ  任意共済事業の規模

項　　目 共済掛金

共済目的等
Ａ＝Ｂ+Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ=Ｂ-(D-E)

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

棟 15,529 15,436 155,261,573 340,612 257,237 83,375 161,593 28,039 123,683

棟 75,132 77,217 940,802,963 652,970 358,728 294,242 195,891 79,166 242,003

棟 90,661 92,653 1,096,064,536 993,582 615,965 377,617 357,484 107,205 365,686

台 6,710 6,384 19,389,592 83,221 56,812 26,409 56,812

台 120 143 249,790 36,999 36,652 347 36,652

口 29 29 29,000 180 126 54 134 - -

- - - 1,115,732,918 1,113,982 709,555 404,427 357,618 107,205 459,150

建物再保険（保険）割合：地震部分50％、地震以外30％　　　建物再保険（保険）手数料率（平均）：総合25.5％、火災40.5％　

共

済

関

係

保管中農産物補償共済

建

物

春 蚕 繭

Ⅰ類

Ⅱ類

プラスチック
ハウス

3

2 64 2

5 2 1

1

41

21

初秋蚕繭

Ⅰ類

230

320

Ⅵ類

Ⅱ類

ガ ラ ス 室

8

手持共済掛金

本年度予定 前年度実績
総　額 国庫負担金 農家負担金

畑

作

物

ばれいしょ

蚕
繭

晩秋蚕繭

合 計

4蚕　繭　計 550

そ
ば

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

保険料
交付金又は
納入保険料

2 1

引　　　受

共済金額

共　済　掛　金

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

小　　　計

農作物　計

半　相　殺

大
豆

全　相　殺

小　　　計

全
相
殺

夏そば

秋そば

3

総　額
手持共済掛金

合     　計

火　災

農機具損害共済

農機具更新共済

総　合

Ⅲ類

Ⅳ
類

Ⅴ類

小　計

賦課金
保険料 保険手数料

合 計

総 計

引　　　受

本年度予定

園
　
　
　
芸
　
　
　
施
　
　
　
設

共済金額
前年度実績

純掛金
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（3）引受計画と実施方策 

 

農業共済事業 

  

ア 農作物共済 

(ｱ) 引受計画 

ａ 水稲の引受面積は、未加入者への推進を図り、15,935ha（前年比100.3％）を

計画する。収入保険加入を合わせた加入面積は22,092ha（令和８年産長野県生

産振興基本計画作付面積30,700haの72.0％）とする。 

ｂ 麦の引受面積は、収入保険への移行を考慮し、1,140ha（前年比99.6％）を計

画する。収入保険加入を合わせた加入面積2,305ha（令和８年産長野県生産振興

基本計画作付面積2,795haの82.5％）とする。 

 (ｲ) 実施方策 

ａ 青色申告者には収入保険を優先して勧めることを基本とし、収入保険に加入

できない又は希望しない農業者には全相殺方式を基本に加入を進める。 

ｂ 半相殺方式加入者及び未加入者のうちＪＡ等乾燥調製施設に概ね全量を搬入

されている農業者、また白色申告者で帳簿により収量等が把握できる場合は、

全相殺方式を提案して移行及び加入を進める。 

ｃ ＪＡ・大規模農業者等乾燥調製施設受託者を整備し、全相殺方式の加入拡大

を図る。 

ｄ 農業再生協議会等の関係機関と連携し、早期に加入申込書の回収を図るとと

もに、加入中止者への復活推進を実施し、無保険者が無いよう努める。 

ｅ 経営所得安定対策（ナラシ・ゲタ対策等）加入者の完全引受を図る。 

ｆ 担い手（認定農業者、集落営農組合）及び新規就農者並びに法人等大規模農

家への積極的な加入推進を図る。 

 

イ 家畜共済 

(ｱ) 引受計画 

引受戸数は、県内有資格者数（令和７年度有資格者450戸）の80％ 360戸（前

年比95.7％）を計画し、頭数は次のとおりとする。 

ａ 死亡廃用共済と疾病傷害共済のセットとして加入推進を図る。 

ｂ 死亡廃用共済の引受は、加入資源を考慮して次の頭数を計画する。 

牛  33,016 頭（令和７年度引受実績頭数 33,085 頭の99.8％） 

馬   43 頭（令和７年度引受実績頭数   47 頭の91.5％） 

豚 16,441 頭（令和７年度引受実績頭数 15,758 頭の104.3％） 

計 49,500 頭（令和７年度引受実績頭数 48,890 頭の101.2％） 

ｃ 疾病傷害共済の引受は、上記頭数から診療対象外目的を除外し、次の頭数を

計画する。 

（3) 引受計画と実施方策（3) 引受計画と実施方策
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牛 21,993 頭（令和７年度引受実績頭数 22,222 頭の99.0％） 

馬     43 頭（令和７年度引受実績頭数   45 頭の95.6％） 

計 22,036 頭（令和７年度引受実績頭数 22,267 頭の99.0％） 

 (ｲ) 実施方策 

ａ 有資格農家の把握と全戸加入推進を実施する。 

ｂ 死亡廃用共済の付保割合を引上げ補償の充実を図る。 

ｃ 組合獣医師及び指定獣医師と連携し、疾病傷害共済の加入推進に取り組む。 

ｄ 未加入者に対し制度内容の周知を実施し、きめ細かな推進を図る。 

 

ウ 果樹共済 

(ｱ) 引受計画 

ａ 共済目的の種類ごとの引受は、収入保険移行を考慮し、次の面積を計画する。

また、収入保険を含めた面積加入率は全樹種合計で31.9％（前年比100.1％）と

する。 

りんご   529ha（前年比  97.2％）収入保険加入を含めた面積加入率 33.9％ 

ぶどう    83ha（前年比  96.6％）          〃        36.8％ 

な し   57ha（前年比  98.1％）        〃        27.5％ 

も も   49ha（前年比  98.5％）      〃        23.7％ 

か き   17ha（前年比 101.8％）     〃        14.1％ 

すもも     4ha（前年比  88.3％）     〃        17.0％ 

合 計   738ha（前年比  97.3％）    〃        31.9％ 

 (ｲ) 実施方策 

ａ 有資格農家への全戸加入推進を実施し加入の意思確認をする。 

ｂ 青色申告者には収入保険を優先して勧めることを基本とし、収入保険に加入

できない又は希望しない農業者には半相殺減収総合方式などへの加入を進める。 

ｃ 標準収穫量及び基準生産金額の適正な設定に努める。 

ｄ 関係機関と連携し新規就農者の把握に努め、収入保険と併せた加入推進を進

める。 

ｅ うまいくだもの推進部会・ＪＡ等関係機関と連携した推進を展開する。 

ｆ 白色申告者で帳簿により収量等が把握できる場合は、全相殺方式を提案して

加入を進める。 

 

エ 畑作物共済 

(ｱ) 引受計画 

ａ 大豆・そばの引受は、収入保険移行を考慮し、次の面積を計画する。収入保

険加入面積を含め次の面積を計画する。 

大豆 853㏊（前年比98.1％） 

収入保険加入を合わせた加入面積は1,550ha（令和８年産長野県生産振興基本
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計画作付面積2,300haの67.4％)とする。 

そば 562ha（前年比101.7％） 

収入保険加入を合わせた加入面積は2,757ha(令和８年産長野県生産振興基本

計画作付面積4,500haの61.3％)とする。 

ｂ 蚕繭の引受箱数は、年間7.75箱（前年比54.2％）を計画する。 

  (ｲ) 実施方策 

ａ 農業再生協議会等の関係機関と連携した作付け状況の把握と有資格者の全戸

加入推進を図る。 

ｂ 大規模農家との接点強化を図り収入保険への移行、新規加入に重点をおいた

加入推進を実施する。 

ｃ 夏そばと秋そばを作付している場合は一括での引受を行う。 

ｄ 畑作物直接支払交付金（ゲタ対策）対象者への積極的な加入推進を図る。 

ｅ 全相殺方式を基本に加入推進を図る。また、そばについては、地域インデッ

クス方式での加入推進も図る。 

ｆ ＪＡ・大規模農業者等乾燥調製施設受託者を整備し、全相殺方式の加入拡大

を図る。 

 

オ 園芸施設共済 

 (ｱ) 引受計画 

ａ 引受棟数 18,116棟（前年比102.8％）を計画する。 

  (ｲ）実施方策 

ａ 有資格農家の把握と未加入者への全戸推進を実施する。 

ｂ 継続加入者に対し、付保割合追加特約及び復旧費用特約等の付加を提案し、

補償の拡充に努める。 

ｃ 関係機関及びＪＡ生産部会等との連携を図り、共済加入が関係補助事業の要

件化であることを周知し、該当農家の完全加入を図る。 

ｄ 未加入者に対し補償拡充と補償対象について、要望に応じた見積書を提案し

ながらきめ細かな加入推進を行う。 

ｅ 生産出荷団体等と園芸施設共済への集団加入等に向けた協定締結に取り組み、

加入者と未加入者の連携を深め、共済掛金等の割引措置を周知することで加入

率の向上を図る。 

ｆ ハウスメーカー等と連携し、新規有資格農家の把握と制度内容周知に努め加

入率の向上を図る。 

ｇ 組合広報紙・ホームページ等を活用し、園芸施設共済の普及推進に努める。 

 

カ 任意共済 

 (ｱ) 引受計画 

a  建物共済 

共済金額 1兆961億円（前年比97.8％）を計画する。 

b  農機具損害共済 
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共済金額194億円（前年比105.1％）を計画する。 

c  農機具更新共済 

保有共済金額２億4,979万円（前年比80.2％）を計画する。 

d 保管中農産物補償共済 

  加入口数 29口（前年比100.0％）を計画する。 

(ｲ) 実施方策 

ａ 建物共済加入者で少額共済金額加入者を把握し、増額推進と適正な共済金額

の設定を実施する。 

ｂ 加入者について各種特約を周知し、補償を充実させた推進に努める。また、

昨年仕組み改定された建物共済の「小損害実損填補特約」が30万円と50万円の

選択制になったことについて、加入者に十分な説明を行い補償の充実に努める。 

ｃ 制度共済並びに収入保険推進時の付帯推進により加入推進の効率化を図る。 

ｄ 各種イベントへの参加や組合広報紙・ホームページ等を活用し、建物・農機

具共済の普及推進に努める。 

ｅ 普及が進むロボット農機具の加入推進を実施する。 

ｆ 新規就農者支援事業による新規就農者を把握し普及推進に努める。 

ｇ 農機具業務提携先との連携による加入推進を実施する。 

ｈ 地域の農機具販売修理店と連携・情報交換し、農機具損害共済の制度周知と

加入推進に努める。 

ｉ 近年多発する自然災害を補償できる総合共済の周知と加入推進に努める。 

 

     キ 共済掛金・賦課金の徴収方法 

      口座振替を積極的に勧め、事業規程で定める期日までの完全徴収に努め、共済

関係解除者を出さないよう努める。 

 

    ク 共通申請サービスの推進 

      制度共済について共通申請サービスを活用したオンライン申請の推進に努める。 

 

収入保険事業 
 
ア 引受計画 

(ｱ) 平成30年度からの推進状況を踏まえ、さらなる普及推進に努める。 

(ｲ) 4,151経営体（前年比102.5％）を計画する。 

 

イ 実施方策 

(ｱ) 収入保険の普及、青色申告者（加入資格者）の把握と推進 

ａ ＮＯＳＡＩの広報媒体や関係機関の広報紙等を活用して制度の普及に努め

る。 

ｂ 制度及び各種特例の適用についての説明を徹底し、農家ニーズに合わせた
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推進を図る（規模拡大特例・収入上昇特例・気象災害特例・青色申告実績１

年での加入・保険方式のみの補償タイプの導入）。 

ｃ ＪＡ・農業農村支援センター・市町村等の関係機関と連携し、新規就農者、

認定農業者、農業法人、集落営農等に対し制度説明会等により周知を図る。 

ｄ 農業共済事業の加入推進や未加入者への訪問、また生産者団体構成員や認

定農業者等への訪問による青色申告者の把握に努め普及推進を図る。 

ｅ ＪＡ・農業委員会・税務署等と連携し、青色申告の普及と青色申告者の把

握に努める。 

ｆ 加入協力奨励事業をＰＲし加入推進を図る。 

ｇ 関係機関と情報共有を図り農業者の新規就農者の把握に努め、経営危機管

理への意識を高めるよう働きかけを行う。 

ｈ 青色申告のメリットや記帳に係る支援をするなど、青色申告への移行を推

進する。 

ｉ インターネット申請や自動継続特約による付加保険料の割引措置をＰＲし、

事務の効率化を進め加入拡大に努める。 

ｊ 顧客管理システムを活用し推進進捗管理を徹底する。顧客データを整備し

効率的な普及活動に繋げる。 

ｋ 早期に加入申込み手続きを進めるため、新規加入意向者に対し保険料等の

早期見積特典を活用し加入申込みのとりまとめに努める。 

 

(ｲ) 関係機関・団体と連携した推進体制の充実及び強化 

ａ 長野県収入保険推進協議会を長野県農業保険推進協議会に名称を改め、引

続き地域農業保険連絡会議と連携し、収入保険を含めた農業保険の推進体制

の強化に努める。 

ｂ 新規就農者、認定農業者、農業法人、果樹栽培者、農業共済制度対象外の

品目を栽培している農業者及び生産者団体への積極的な推進を図る。 

ｃ ＪＡ等との再委託契約を推奨し、一部事務の軽減と加入拡大を図る。 

(ｳ) 保険期間中の災害状況等の把握 

        加入者に対し保険期間中の災害及び収入減少要因発生の状況について、適

正な申告を指導するとともに、十分な把握を行い、速やかな保険金及び特約

補てん金請求事務を実施する。 

        また、つなぎ資金の融資について災害状況に応じた適正な利用を促す。 

 

（4）損害評価の適正化の方策 
 
ア 農作物共済 

(ｱ) 関係機関からの情報収集及び見回り調査等により、気象の変化と生育状況の推

移を把握するとともに、現地調査を励行する等、適正な損害評価を実施する。 

(ｲ) 肥培管理等の状況について的確な把握を行い、不適切、その他共済事故以外の
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原因による減収量については、適切な分割評価に努める。 

(ｳ)  損害評価者（職員等）への研修を実施し、公平かつ適正な損害評価を図る。 
 
イ 家畜共済 

(ｱ) 完全引受による適正支払 

牛個体識別事業を活用して異動状況を的確に把握し、適正支払に努める。 

(ｲ) 死亡廃用事故共済金の適正支払 

ａ 共済金の適正支払と農家の損害防止意識高揚のため、損害防止義務違反に係る

免責基準を適正に適用する。 

ｂ 事務の効率化に向けた画像による死亡事故確認の普及に努める。 

(ｳ) 疾病傷害事故共済金の適正支払 

ａ 疾病傷害共済の共済金請求や支払事務の適正かつ効率化と共に、獣医師の病傷

事故診断書作成事務の利便性向上に向け、電子カルテシステムの利用促進を図る。 

ｂ 獣医師に対し共済金の早期支払を目的に、病傷事故診断書の提出遅延や事故発

生通知の遅延に対する免責基準を周知徹底するとともに、適正に免責基準を適用

する。 

ｃ 給付基準の改正に伴い、内容の周知徹底を図り、共済金の適正支払を推進する。 
 
ウ 果樹共済 

(ｱ） 関係機関からの情報収集及び見回り調査等により、気象の変化と生育状況の推

移を把握するとともに、栽培技術の習得と評価技術の向上に努め、適正な損害評

価を実施する。 

(ｲ) 適正な基準収穫量の設定について検証を行う。 

(ｳ) 被害発生状況を迅速に把握し、公平かつ適正な損害評価を実施する。 

(ｴ) 肥培管理等の状況について的確な把握を行い、不適切、その他共済事故以外の

原因による減収量について、適切な分割評価に努める。 

(ｵ)  損害評価者（職員等）への研修を実施し、公平かつ適正な損害評価を図る。 

 

エ 畑作物共済 

(ｱ) 関係機関からの情報収集及び見回り調査等により、気象の変化と生育状況の推

移を把握するとともに、現地調査を励行する等、適正な損害評価を実施する。 

(ｲ) 肥培管理等の状況について的確な把握を行い、不適切、その他共済事故以外の

原因による減収量については、適切な分割評価に努める。 

(ｳ) 損害評価講習会を開催し、評価眼の統一と適正評価に努める。 

 
 
オ 園芸施設共済 

(ｱ) 被災組合員からの損害発生通知の早期報告を徹底し、迅速かつ適正な損害評価

と共済金の早期支払に努める。 

(ｲ) 損害評価者（職員等）への研修を実施し、公平かつ適正な損害評価を図る。 

－ 88 －



(ｳ) 特定園芸施設等が原形を失った場合の、画像による損害認定の周知に努める。 
 
カ 任意共済 

(ｱ) 罹災組合員からの速やかな事故発生通知と関係書類の提出を徹底し、「損害評価

システム」による進捗管理及び早期の共済金支払に努める。 

(ｲ) 損害評価の基本は鑑定業者に依頼する。 

(ｳ) 今後発生する可能性がある大規模地震災害に備え、建物共済損害評価者（職員）

への研修を実施し、迅速かつ適正な損害評価を図る。 

 

（5）家畜診療所の運営 
 
ア 関係団体、指定獣医師と連携を図り、畜産農家の経営安定、畜産振興及び食の安全

に貢献する。 

イ 健全運営を確保するため、家畜診療業務の効率化、経費節減及び労働環境の改善に

努める。また、関係市町村、関係団体からの運営負担及び受益者負担のあり方ついて

検討を進める。 

ウ 安定かつ効率的な診療所運営を図るため、長野県、関係市町村並びに関係団体と県

域的な診療体制の整備とともに、組合診療所の県域診療体制構築の検討を進める。 

エ 産業動物獣医師が全国的に不足する状況に対し、獣医系大学、ＮＯＳＡＩ協会及び

長野県との連携による積極的な獣医師職員の採用を図る。 

オ 長野県家畜振興協議会との連携を図る。 

 

（6）損害防止事業の実施計画 
 
ア 農業者のニーズ・特色に応じた損害防止事業を実施する。 

イ 関係機関との連携により効果的な損害防止事業を検討する。 

ウ クロップナビによるいもち病の発生予察、凍霜害対策としての燃焼缶の購入助成等

損害防止事業の充実を図る。 

エ 関係機関と連携した鳥獣害対策の継続的支援を図る。 

オ 法人等、大規模農家への効率的な損害防止事業の実施を展開する。 

カ 特定損害防止事業（家畜）による疾病の防止と農家サービスの向上を図る。 

 
 

（7）農業共済ニーズの調査・把握・実施検討 

ア 農業共済事業の未実施品目及び未実施方式の実施について、アンケート調査、ホー

ムページでの意見募集及びＪＡ生産部会等へのニーズ調査等により、県内の共済ニー

ズを適確に把握する。 

イ 要望のある品目及び引受方式について、実施の有無等を総代会等において審議する。 

  

(8) 執行体制の整備 

ア 理事会及び監事会の開催 
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(ｱ) 理事会 

制度の的確な運営を図るため、原則として６月、９月、12月及び３月に開催し、

業務運営及び事務の執行方針について審議する。 

(ｲ) 監事会 

業務の適正な執行を期すため、監事会及び定時監査を５月及び10月に開催する。 

イ 役職員研修計画 

№ 種 別 
実施 

時期 
延日数 対象者 備 考 

１ 新任職員研修会 
４月 １日 新任 

職員 

外部への参加 

４月 １日 １日で１か所開催 

２ 広報技術研修会 ４月 １日 職 員 １日で１か所開催 

３ ステップアップ研修会 ５月 ２日 職 員 ２日で１か所開催 

４ 管理職研修会 ６月 １日 管理職 １日で１か所開催 

５ 組織開発研修会 ７月 ４日 職 員 １日で１か所開催 

６ コンプライアンス研修会 ７・１月 ２日 職 員 ２日で１か所開催 

７ 職員研修会（ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ等） ７月 １日 職 員 １日で１か所開催 

８ 情報セキュリティ研修会 ７月 １日 職 員 １日で１か所開催 

９ 園芸施設共済損害評価講習会 ９月 １日 職 員 １日で１か所開催 

10 アクセス操作研修 ８月 ２日 職 員 外部への参加 

11 果樹共済損害評価講習会 ８月 １日 職 員 １日で１か所開催 

12 任意共済損害評価講習会 ８月 １日 職 員 １日で１か所開催 

13 水稲共済損害評価講習会 ８月 ３日 職 員 ３日で３か所開催 

14 役員研修会 ９月 １日 
理事 
及び 
監事 

１日で１か所開催 

15 
収入保険「ご契約のしおり」

研修会 
９月 １日 職 員 １日で１か所開催 

16 大豆共済損害評価講習会 10月 １日 職 員 １日で１か所開催 

17 
農業共済団体等診療獣医師 

講習会 
11月 １日 

診療所 

獣医師 

及び 

指定 

獣医師 

１日で１か所開催 

－ 90 －



18 職員研修会 １月 １日 職 員 １日で１か所開催 

19 農業共済事業別事務講習会 随時  職 員 随時１か所開催 

20 
農業保険・農業経営アドバイ

ザー育成研修 
随時 

10日～ 

20日 
職 員 

事務講習会、農水

省研修会、外部研

修・資格検定等活

用 

    ※テレビ会議システムを有効活用する。 

 

ウ 事務体制 

本所１室２部５課１センター、10支所、１出張所の業務執行体制及び３地域家畜

診療所体制のもと、推進機能の強化と効率的な業務遂行に努める。また、支所長・診

療所長会議を定期的に開催し、事業の進捗状況等の共有、当面する諸課題等協議する。 

 

(9) 普及広報活動の展開 

ア 組合広報紙やホームページ、ＳＮＳ、農業共済新聞、関係機関・行政等の外部広報

媒体のほか、マスメディアを活用した農業保険の普及を図る。 

イ ＮＯＳＡＩ部長等の基礎組織役員及び農業保険加入者への農業共済新聞の購読拡大

を図る。 

 

(10) 組織運営の整備 

ア 本所・支所体制を活かし、スピード感を持ってより効率的に業務執行を行い、農業 

共済及び収入保険の加入促進に向けて一体となって取り組む。 

  イ コンプライアンス態勢の維持・強化 

(ｱ) すべての役職員は、法令遵守等はもとより、社会の構成員として求められる価

値観、倫理観に基づく誠実な行動に努める。 

(ｲ) コンプライアンス取組状況等の把握を行い、コンプライアンス・プログラムを

実行する。 

(ｳ) コンプライアンス意識向上のため、職場内研修会の実施及び各種研修会へ積極

的に参加する。 

(ｴ) ガバナンス態勢を強化するため、監査室による内部けん制機能の充実を図る。 

ウ 情報セキュリティ対策の徹底とシステム運用 

(ｱ) 収入保険システム、ＮＯＳＡＩシステムの円滑かつ安全な運用と情報資産の保

護のため、より強固なセキュリティ対策を実施する。 

(ｲ) セキュリティ意識の向上のため、全ての役職員等に向けた研修及び訓練を継続

的に実施する。 

エ 実施体制の改善計画の策定 

実施体制の改善計画に基づき、事務担当の集約化、また、施設維持費等、支所の統

廃合など組織体制の効率化等業務運営の効率化・合理化を検討する。 
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 (11) 業務の効率化及び経費の節減 

ア 電子決裁システム、業務管理システム、予算管理システム及びＴＶ会議システム

の有効活用と管理により、業務の一層の効率化を図る。 

イ 業務経費について、従来の慣行等にとらわれずに必要性及び費用対効果を十分に

検証し見直しを行うとともに、引き続きアウトソーシングによる業務の合理化を推

進し、徹底した経費削減を図る。 

ウ 掛金の口座振替をwebシステム利用に切り替え、業務の効率化を図る。 

エ 共通申請サービスを活用したオンライン申請の推進に努める。 

 

(12) 基礎組織構成員（総代、ＮＯＳＡＩ部長、損害評価員）の体制整備 

ア 損害評価員の負担軽減や損害評価の簡素化を図るため、ドローン等の先端技術の

活用を含め損害評価の労力軽減や簡素化について検討する。 

イ 農業者の高齢化、また農家数が減少する中、各地域や集落に応じた基礎組織構成

員の選出数を検討する。 

ウ 基礎組織構成員の選出にあたって、市町村、ＪＡ、集落等との連携に努める。 

 

(13) 役職員の資質向上に向けた対応 

ア 農業保険のプロフェッショナルとなる人材を育成するため、役職員研修を計画的

に実施する。 

イ 収入保険制度に係る品目ごとの政策など農政全般の知識のほか、税・農業簿記、

日本農業検定等の専門知識を有し、農業経営のアドバイザーとなる職員の育成に取

り組む。 

ウ 職員一人ひとりがＮＯＳＡＩ職員であることを意識する組織開発研修会を開催

し、職場の問題点の解決向上や職員間のコミュニケーションを図り、職場の活性化

に取り組む。 

 

(14) 職員の働き方及び意識改革 

ア 将来の労働力を確保し、事業を円滑に実施するため、業務の効率化を図りワーク

ライフバランスのとれた職場づくりに取り組む。 

イ 定期的に適正な人員配置の検証と勤怠管理を行ない、労働時間格差の解消と労働

の「質」を高めていく。 

ウ 心身の疲労の回復、生産性の向上のため年次有給休暇の時季指定を行う。また、

専門機関及び保健師等と連携し、メンタルヘルスケアに取り組むとともに、不調者

には適切な支援を実施する。 
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(15)  団体の社会的責任（ＣＳＲ）活動・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への

取組み 

ア 団体の社会的責任（ＣＳＲ）活動 

(ｱ) 全国統一的に取り組む「ふるさと見守り活動」を継続実施する。 

(ｲ) 長野県警察本部との「地域安全活動に関する協定」に基づく、地域の安全確保

と防犯等に係る広報等活動を実施する。 

イ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

日本農業の発展とうるおいのある社会づくりに貢献するため、省エネ、温暖化対

策と再生エネルギーの利用に取り組み、健康で働きやすい職場環境づくりに努め、

職員の育成とスキルアップを行い、農業保険制度の普及推進を実施する。 

 

(16) 予算統制の方針 

ア 事業計画の完全達成を図り、財源の確保に努める。 

イ 資金計画及び運用方針に基づき、効率的な資金運用により収入の確保に努める。 

ウ 予算管理システム、予算差引簿等により予算執行状況を随時把握し、予算執行計

画に基づき計画的な執行に努める。 
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２２..令令和和８８年年度度業業務務収収支支予予算算書書

（1)業務収支予算明細

ア　収入の部

本年度 前年度
千円 千円 千円 千円

前期繰越業務残金 0 0 0

受 取 補 助 金 1,110,502 1,111,353 △ 851 （国庫）

事務費国庫負担金 980,914

家畜共済損害防止事業交付金 2,281

（市町村）

損害防止費補助金 2,551

加入奨励補助金 124,756

賦   課   金 79,511 81,598 △ 2,087

事務費賦課金 77,311 79,295 △ 1,984

  水稲共済割 11,854 11,685 169 面積割

  麦共済割 570 709 △ 139 面積割

  家畜共済割 37,627 39,569 △ 1,942 頭数割

  果樹共済割 11,400 12,208 △ 808 共済金額割

　ばれいしょ共済割 0 0 0

　大豆共済割 213 244 △ 31 面積割

　そば共済割 263 269 △ 6 面積割

　蚕繭共済割 1 2 △ 1 共済金額割

  園芸施設共済割 15,383 14,609 774 共済掛金額割

防災賦課金 2,200 2,303 △ 103 頭数割

受 託 収 入 183,622 151,889 31,733

収入保険受託収入 183,433 151,700 31,733 全国連合会

その他受託収入 189 189 0

損 害 防 止 収 入 0 0 0

受 取 奨 励 金 496 496 0 全国連合会任意預け金還元金

受 取 利 息 239,110 217,023 22,087 有価証券利息、預貯金利息

事 業 勘 定 受 入 404,428 408,630 △ 4,202

農作物共済勘定受入 0 0 0

家畜共済勘定受入 0 0 0

果樹共済勘定受入 0 0 0

畑作物共済勘定受入 0 0 0

園芸施設共済勘定受入 0 0 0

任意共済勘定受入 404,081 408,197 △ 4,116

農機具更新共済勘定受入 347 433 △ 86 農機具更新共済事務費

家畜診療所勘定受入 0 0 0

科　　　　　目
予　　　算　　　額

建物・農機具損害・保管中農産物補償共済事務費

増　減
説　　　　　　　　明

２　令和８年度業務収支予算書
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本年度 前年度
千円 千円 千円

拠出金払戻準備金戻入 1 1 0

業務貸倒引当金戻入 0 0 0

業 務 雑 収 入 28,460 25,622 2,838 事務所賃貸収入、収保推進協議会補助金等

建 設 引 当 金 戻 入 0 1 △ 1

修 繕 引 当 金 戻 入 1,279 1,823 △ 544 事務所設備修繕費等

更 新 引 当 金 戻 入 1,660 6,506 △ 4,846 事務機器・機械器具更新

業 務 引 当 金 戻 入 109,143 131,950 △ 22,807

事業運営強化準備金戻入 69,410 62,185 7,225 普及推進事業、損害防止継続支援事業等

事務機械化整備準備金戻入 127,934 118,263 9,671 SBCサーバー運用経費等

退職給与金施設預託金付加金収入 17,719 17,567 152

30 41 △ 11

有 価 証 券 処 分 益 0 0 0

業 務 財 産 処 分 益 1 1 0

業 務 雑 利 益 1 1 0

2,373,307 2,334,950 38,357

予　　　算　　　額
説　　　　　　　　明

増　減

合      計

退職給与金施設転貸福祉貸付受取利息

科　　　　　目
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イ　支出の部

本年度 前年度
千円 千円 千円

人   件   費 1,514,147 1,510,506 3,641

役員報酬 31,357 22,222 9,135 理事16名、監事3名、役員退任慰労金

顧問料 396 396 0 弁護士

職員給料手当 1,135,906 1,132,619 3,287 職員195名

法定福利費 227,125 219,775 7,350 社会保険料、特例業務負担金

厚生福利費 10,352 10,291 61 健康保険互助会費、健康診断料等

退職給付引当金繰入 76,257 85,337 △ 9,080

退職給与金 104,861 1 104,860

(-)退職給付引当金戻入 △ 118,217 △ 4,923 △ 113,294

賃金 46,110 44,788 1,322 臨時職員

旅 費 交 通 費 8,504 7,622 882

役員旅費交通費 894 866 28 出張旅費

職員旅費交通費 7,610 6,756 854 　〃

事   務   費 125,080 130,403 △ 5,323

通信運搬費 78,550 88,608 △ 10,058 電話、郵便、通信料等

図書印刷費 27,198 25,532 1,666 各種資料印刷、図書購入等

消耗品費 13,122 9,762 3,360 事務用消耗品等

手数料 6,210 6,501 △ 291 口座振込・振替手数料等

業   務   費 198,951 166,352 32,599

会議費 573 864 △ 291 総代会、各種会議等

交際費 517 781 △ 264 慶弔費等

講習会費 3,286 3,414 △ 128 各種講習会等

業務支払利息 0 0 0

委託費 181,397 109,925 71,472 システム関連業務委託費等

報　酬 5,141 42,726 △ 37,585 NOSAI部長報酬

委員等旅費 1,109 1,699 △ 590 総代会旅費日当等

諸謝金 6,928 6,943 △ 15 弁護士・税理士費用、建物共済鑑定料

普 及 推 進 費 148,088 149,711 △ 1,623

広報費 19,776 21,596 △ 1,820 広報紙、農業保険広告費等

事業奨励費 128,312 128,115 197 推進奨励費、加入奨励補助金等

施   設   費 214,717 225,973 △ 11,256

光熱水費 19,977 21,929 △ 1,952 電気、ガス、水道代等

備消品費 8,567 11,532 △ 2,965 パソコン、事務用備品等

燃料費 13,232 14,407 △ 1,175 公用車燃料代

賃借料 94,487 88,390 6,097 車両・事務機器リース料等

科　　　　　目 説　　　　　　　　明
予　　　算　　　額

増　減
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本年度 前年度
千円 千円 千円

修繕維持費 74,659 85,730 △ 11,071 機器等保守料、事務所設備修繕費等

保険料 3,795 3,985 △ 190 事務所火災保険料、車両保険料等

車両リサイクル費 0 0 0

損 害 評 価 費 10,263 19,179 △ 8,916

報酬 1,852 8,701 △ 6,849 損害評価会委員、評価員報酬

旅費 295 1,693 △ 1,398 損害評価会委員、評価員旅費

会議費 201 487 △ 286 損害評価会

賃金 48 48 0 損害評価臨時雇上

賃借料 480 733 △ 253 機械器具リース料、車両借上料

燃料費 2,046 2,046 0 損害評価用燃料代

実測費 420 420 0 実測燃料代、旅費等

実測器具購入費 1,640 80 1,560 損害評価用器具購入費

雑費 3,281 4,971 △ 1,690 団体傷害保険料、実測補償料等

損 害 防 止 費 28,871 29,832 △ 961 防災事業収支予算明細のとおり

諸 税 負 担 金 37,606 35,112 2,494

公課費 24,342 20,850 3,492

協会負担金 6,551 6,551 0 NOSAI協会

関係団体負担金 6,713 7,711 △ 998 諸団体負担金、研修負担金等

事 業 勘 定 繰 入 33,081 32,287 794

農作物共済勘定繰入 0 0 0

家畜共済勘定繰入 0 0 0

果樹共済勘定繰入 0 0 0

畑作物共済勘定繰入 0 0 0

園芸施設共済勘定繰入 0 0 0

任意共済勘定繰入 0 0 0

農機具更新共済勘定繰入 16,738 14,434 2,304 農機具更新勘定受取利息

家畜診療所勘定繰入 16,343 17,853 △ 1,510 家畜共済事業業務、特損受託費

拠出金払戻準備金繰入 1 1 0

業務貸倒引当金繰入 1 1 0

業  務  雑  費 17,767 15,689 2,078

建 設 引 当 金 繰 入 0 1 △ 1

科　　　　　目

固定資産税、法人税、消費税等

説　　　　　　　　明
予　　　算　　　額

増　減
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本年度 前年度
千円 千円 千円

修 繕 引 当 金 繰 入 1 1 0

更 新 引 当 金 繰 入 1 1 0

業 務 引 当 金 繰 入 1 1 0

事業運営強化準備金繰入 1 1 0

事務機械化整備準備金繰入 1 1 0

固定資産自己財源取得費 31,809 7,848 23,961

外部出資費 1 1 0

有形固定資産取得費 31,808 7,847 23,961 機械器具等

無形固定資産取得費 0 0 0

リース資産除去損 1 1 0

リース債務解約損 1 1 0

30 42 △ 12

有 価 証 券 処 分 損 0 0 0

有 価 証 券 評 価 損 1 1 0

業 務 財 産 処 分 損 1 1 0

業 務 雑 損 失 1,382 1,382 0 過年度事務費還付

予   備   費 3,000 3,000 0

2,373,307 2,334,950 38,357

科　　　　　目

合      計

退職給与施設転貸福祉貸付支払利息

予　　　算　　　額
説　　　　　　　　明

増　減
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（2）防災事業収支予算明細

総額（A) 一般
家畜
特損

総額（B) 一般
家畜
特損

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

受取補助金 4,832 2,551 2,281 4,420 2,197 2,223 412

家畜特損事業費(国庫) 2,281 0 2,281 2,223 0 2,223 58

損害防止費補助金（市町村） 2,551 2,551 0 2,197 2,197 0 354

防災賦課金 2,200 682 1,518 2,303 821 1,482 △ 103

家畜共済割 2,200 682 1,518 2,303 821 1,482 △ 103

損害防止収入 0 0 0 0 0 0 0

事業勘定受入 0 0 0 0 0 0 0

農作物共済勘定受入 0 0 0 0 0 0 0

家畜共済勘定受入 0 0 0 0 0 0 0

果樹共済勘定受入 0 0 0 0 0 0 0

畑作物共済勘定受入 0 0 0 0 0 0 0

園芸施設共済勘定受入 0 0 0 0 0 0 0

家畜診療所勘定受入 0 0 0 0 0 0 0

業務受入額 23,532 23,532 0 24,621 24,621 0 △ 1,089

30,564 26,765 3,799 31,344 27,639 3,705 △ 780

事務費 0 0 0 0 0 0 0

図書印刷費 0 0 0 0 0 0 0

損害防止費 28,871 26,765 2,106 29,832 27,639 2,193 △ 961

薬剤費 12,244 12,244 0 12,378 12,378 0 △ 134

賃金 0 0 0 0 0 0 0

賃借料 0 0 0 0 0 0 0

燃料費 5 5 0 7 7 0 △ 2

技術者雇上料 0 0 0 0 0 0 0

旅費 0 0 0 0 0 0 0

器具購入費 0 0 0 0 0 0 0

修理費 130 130 0 130 130 0 0

委託費 3,176 1,070 2,106 3,523 1,330 2,193 △ 347

雑費 13,316 13,316 0 13,794 13,794 0 △ 478

事業勘定繰入 1,693 0 1,693 1,512 0 1,512 181

固定資産自己財源取得費 0 0 0 0 0 0 0

30,564 26,765 3,799 31,344 27,639 3,705 △ 780

備　考科　　　　　目

収　入　計

支　出　計

本  年  度  予  算  額 前  年  度  予  算  額 増減（△）

(A)-(B)
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本年度 前年度 増減（△）
千円 千円 千円

66,430 63,990 2,440 共済事故診療費

37,885 38,250 △ 365 共済事故外及び非加入家畜診療費

14,524 13,600 924 薬剤交付、人工授精、血液検査、予防注射

71,642 71,642 0 市町村・JA負担金

16,364 17,853 △ 1,489 家畜共済業務従事費、特損受託費

0 0 0

0 0 0

206,845 205,335 1,510

135,705 126,534 9,171

職員給料手当 105,200 104,485 715 給料諸手当

法定福利費 19,830 16,853 2,977 社会保険料、特例業務負担金

厚生福利費 410 403 7 健康保険互助会費、健康診断料等

退職給付引当金繰入 10,265 4,793 5,472

0 0 0

1,080 180 900 研修、出張旅費

8,291 8,902 △ 611

賃借料 1,066 1,066 0 土地等賃借料、事務機器リース料

事務費 1,859 1,959 △ 100 通信運搬費、図書印刷費、消耗品費、手数料

光熱水費 697 697 0 水道料、電気料、ガス料

保険料 688 688 0 自賠責保険料、自動車保険料、火災保険料

公課費 2,451 2,617 △ 166 消費税、自動車税、自動車重量税

修理費 1,530 1,875 △ 345 車検・定期点検費用、保守料

5,381 5,850 △ 469 車両燃料費、交通費

4,950 6,150 △ 1,200 車両リース料、医療器具機械リース料

45,200 51,500 △ 6,300 医療品、医療用消耗品使用分

773 773 0 廃棄物処理委託費

0 0 0

1,645 2,283 △ 638 関係団体負担金、備消品費、血液検査料等

2,760 1,751 1,009 車両、医療用器具機械

10 10 0

診療所減損損失 0 0 0

50 50 0 医薬品等損耗処理

1,000 1,352 △ 352

206,845 205,335 1,510

0 0 0

往診旅費

収入計

一般旅費

診療所雑損失

支出計

未処理不足金充当

過不足

診療所維持費

往診費

減価償却費

診療所財産処分損

賃借料

医療品消耗費

委託費

車両リサイクル費

雑費

（3）家畜診療所勘定収支予算明細

科　目 説明

診療人件費

病傷事故診療収入

病傷事故外診療収入

診療雑収入

診療所受取補助金

業務勘定受入

診療所財産処分益

診療所雑利益

予算額
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